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持続可能な交通への道�持続可能な交通への道�
環境負荷の少ない乗り物の普及をめざして�

環境の世紀と調和する「持続可能な交通」への道。
自動車社会が作り上げた化石燃料大量消費から再生
可能なエネルギーへの転換，排ガス，騒音への対策を
一層進めるとともに，交通体系そのものを過度に自動
車に依存しない社会の構築が今始まっています。�
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　自動車が誕生しておよそ120年。いまや自動車の保有

台数は日本だけでも7,000万台にものぼります。自動車

がこれほどまで普及したのは，自動車によって飛躍的に人・

物が自由に移動できるようになり，産業の発展や生活の向

上に役立ってきたからです。そして今日私たちは，自動車

なしでは一日として生活できないような社会を作り上げて

しまいました。　�

　一方，こうした自動車への過度ともいえる依存は，大気汚

染や騒音などの環境問題，交通事故，公共交通機関の衰退な

どといった弊害を招いています。近年クローズアップされる

地球温暖化問題に関しては，自動車を中心とする運輸部門か

らの温室効果ガス排出量が1990年以来増加の一途をたど

り，2001年の時点で22.8％の増加となるなど深刻化して

います。�

　国立環境研究所では，自動車社会が抱える環境問題につ

いて，1994年から環境保全に対応した陸上移動媒体（エコ

ビークル）の開発，地球温暖化防止対策技術の総合評価とし

ての交通分野の評価，また低環境負荷型都市交通手段，さら

には交通需要の地域特性に適合した運輸部門の環境効率向

上策などのさまざまな研究を行っています。本号ではその中

から「電気自動車の開発」，「自動車の環境効率評価」につ

いて紹介します。�
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車　体�

一充電�

駆　動�

走　行�
距　離�

装　置�

バッテリー�

全長×全幅×全高�
車両重量�

3.30m×1.20m×1.30m�
910kg

40km／h定速走行�
80km／h定速走行�
10・15モード走行�
10・15モード走行での燃費�

290km�
140km�
130km�
50km／��

型　式�
モータ型式�
最大出力�
最大トルク�
最高回転数�
駆　動　輪�

インホイールモータドライブ�
DCブラシレスPM�
36kW／4,470rpm×2�
77N・m／0-4,470rpm×2�
8,700rpm�
後　輪�

種　　類�
容量,電圧�
総電力,総電圧�
重　　量�

密閉式鉛蓄電池�
40Ah,4V�
8.9kWh,224V�
269kg
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平成15年3月末時点�

台
　
数
�

出典：（財）運輸低公害車普及機構�

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

電
気
�

自
動
車
�

天
然
ガ
ス
�

自
動
車
�

メ
タ
ノ
ー
ル
�

自
動
車
�

ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
�

自
動
車
�

合
　
計
�





INTERVIEW

天然ガス�

一次エネルギー� エネルギー輸送媒体�中間エネルギー� エネルギー源�エネルギー貯蔵形態� 車両の種類�

液化水素�

LNG

天然ガス�
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液化水素�
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電力�
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液化水素�
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電力�

水素ガス�
（オンサイト）�
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MTBE

タンク�

ボンベ�

電池�

水素吸蔵�
合金�

ボンベ�

タンク�

タンク�

メタノール� タンク�

燃料電池自動車�

電気自動車�

車載改質器�
車載改質�
燃料電池�
自動車�

燃料電池自動車�
（ダイレクトメタノール）�





SUMMARY

原  油�

発  電�
効率：39％�

送  電�
94％�

エンジン�
15％�

精製・輸送・給油�
90％�

充放電�
83％�

モータ�
90％�

ルシオール�

ガソリン軽自動車� 50km /��

15km /��

1��
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『 環 境 儀 』 �
　地球儀が地球上の自分の位置を知るための道具であるように『環境儀』

という命名には， われわれを取り巻く多様な環境問題の中で， われわれは

今どこに位置するのか， どこに向かおうとしているのか， それを明確に指し

示すしるべとしたいという意図が込められています。 『環境儀』に正確な地図・

航路を書き込んでいくことが， 環境研究に携わるものの任務であると考えて

います。�
2001年7月�

�

理事長   合 志  陽 一�
    （環境儀第1号「発刊に当たって」より抜粋）�

�

無断転載を禁じます�

2004年1月31日発行�

編　　集 国立環境研究所編集委員会�

 (担当WG：須賀 伸介，近藤 美則，工藤 祐揮，鈴木 規之，青木 康展，�

　　　　　　　　　　　清水 英幸，松本 公男)�

発　　行 独立行政法人　国立環境研究所�

 〒３０５-８５０６　茨城県つくば市小野川１６-２�

問合せ先 (出版物の入手)国立環境研究所情報企画室 ０２９(８５０)２３４３�

 (出版物の内容)　　　〃　　　企画・広報室 ０２９(８５０)２３１０�

 環境儀は国立環境研究所のホームページでもご覧になれます。�

編集協力 (社)国際環境研究協会�

 〒１０５-００１１　東京都港区芝公園３-1-１３�

環　境　儀　No.11�
ー 国立環境研究所の研究情報誌 ー�

環境儀既刊の紹介    �

●NO.1 環境中の「ホルモン様化学物質」の生殖･発生影響に関する研究�
 (2001年7月)�

●NO.2 地球温暖化の影響と対策ーAIM：アジア太平洋地域における温暖化対策統合評価モデル 
 (2001年10月)�

●NO.3 干潟・浅海域ー生物による水質浄化に関する研究�
 (2002年1月)�

●NO.4 熱帯林ー持続可能な森林管理をめざして�
 (2002年4月)�

●NO.5 VOC－揮発性有機化合物による都市大気汚染�
 (2002年7月)�

●NO.6 海の呼吸－北太平洋海洋表層のCO2吸収に関する研究�
 (2002年10月)�

●NO.7 バイオ・エコエンジニアリングー開発途上国の水環境改善をめざして�
 (2003年1月)�

●NO.8 黄砂研究最前線ー科学的観測手法で黄砂の流れを遡る�
 (2003年4月)�

●NO.9 湖沼のエコシステムー持続可能な利用と保全をめざして�
 (2003年7月)�

●NO.10 オゾン層変動の機構解明ー宇宙から探る 地球の大気を探る�
 (2003年10月)�
�
�

�
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このロゴマークは国立環境

研究所の英語文字N.I.E.S

で構成されています。�

N=波（大気と水）、I=木（生

命）、E・Sで構成される○

で地球（世界）を表現して

います。�

ロゴマーク全体が風を切っ

て左側に進もうとする動きは、

研究所の躍動性・進歩・向上・

発展を表現しています。�


